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1 はじめに
スマートフォンに代表される小型化・高機能化し
たセンサデバイスの普及により，それらから大規模
にセンサデータを獲得して利用する参加型センシ
ングに基づくセンサ型アプリケーションの実現が
進められている．しかし，参加型センシングに基づ
くサービス構成モデルでは，データはその利用の是
非に関わらず固定的に獲得されてクラウド上に蓄
積される．そのため，公開範囲や利用用途を制限す
ることや，利用されないデータはそもそも提供しな
いといった，提供者のポリシーに応じた柔軟なデー
タの流通には限界がある．
そこで，本研究ではクラウドを介さずに提供者と
利用者によって直接的に契約関係を締結し，その契
約に従ってアプリケーションを構築する契約型セン
サプラットフォームを提案する．我々はこれまで，
センサネットワークを対象としたアプリケーショ
ンフレームワークに関する基礎的な検討を行って
きた [1]．本稿では，契約指向サービス構成モデル
と，構成要素間で用いられる情報流通プロトコルを
提案し，その特徴と応用分野について議論する．ま
た，簡易的な情報流通プロトコルの実装・検証実験
を通して本プラットフォームの実現可能性を示す．

2 関連研究と課題
スマートフォンなどから得られるデータを大規
模に獲得することができる参加型センシングと，そ
の要素技術の研究が盛んに行われている．実サー
ビスとしては NoiseTube[2]や CitySense[3]がある
が，これらのアプリケーションでは利用者は位置情
報等のセンサデータを常に提供し続ける必要があ
る．また，これらのアプリケーションを実現するた
めのデータ共有プラットフォームに関する研究開
発 [3][4]もなされているが，これらの既存研究では
クラウド上にデータを蓄積することが前提となっ
ており，データの提供そのものの是非については問
題視されていない．そのため，既存のサービス構成
モデルでは提供者のポリシーに基いてセンサデー
タを獲得しデータを流通することや，ポリシーの変
化に応じて動的にデータの流通を制御することが
困難である．
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図 1 提案の概要

3 提案
3.1 提案の概要

前節で述べた課題を解決するため，本研究では契
約型センサプラットフォームを提案する．本プラッ
トフォームでは，提供者と利用者の直接的な交渉に
よって締結された契約関係に基づいてアプリケー
ションを動的に構築する契約指向サービス構成モ
デルを用いる．これにより，データの提供相手や利
用用途を明らかにし，提供ポリシーの反映や不必要
なセンサデータの流通の抑制を実現する．
図 1 に提案プラットフォームの概要を示す．本
提案プラットフォーム上のアプリケーションは，ア
プリケーション層に生成された提供者（Sensor）と
利用者（App）を表すコンポーネント間で契約関係
を結び，その契約内容に基いてセンサデータを流通
することで実現する．各コンポーネントやコンポー
ネント間の契約関係は MGRが管理し，Userは利
用者とのインターフェースとして機能する．

3.2 契約指向サービス構成モデル

本サービス構成モデルは，Sensorや Appといっ
たアプリケーションの構成要素間の相互作用を契
約概念に基づく関係として捉えて組織化し，センサ
データの流通を制御することでアプリケーション
を実現するサービス構成モデルである．
本サービス構成モデルでは，提供ポリシーを提供
形態・提供可能頻度・提供エリアの 3項目としてモ
デル化し，それらのそれらの項目を満たすデータの
流通を，締結された契約関係に基づいて構成要素間
で自律的に構築する．契約の種類には，提供者と利
用者で直接的にセンサデータを流通する直接契約
と，直接契約を結ぶ利用者が中継者として他の利用
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者とセンサデータを流通する多段契約を定義し，特
定の構成要素に負荷が集中しないようデータの流
通経路を動的に制御する．

3.3 情報流通プロトコル

本プロトコルは，契約指向サービス構成モデルに
おいて，アプリケーションの構成要素間で用いられ
る契約管理のためのプロトコルであり，契約締結プ
ロトコルと契約内容変更プロトコルを定義する．契
約締結プロトコルでは，提供者の持つ提供ポリシー
と利用者の持つ利用者要求，そして両者の関係性に
基いてデータの流通を制御するための契約を締結
する．このプロトコルの適用により，提供ポリシー
に応じたセンサデータの流通を実現する．また，契
約内容変更プロトコルでは，提供ポリシーや利用者
要求，ネットワーク環境の変化などに応じて契約内
容の変更を実施する．このプロトコルの適用によ
り，提供ポリシーや利用者要求の変化に応じたサー
ビスの機能・品質の動的制御を実現する．

4 評価
提案プラットフォームの有効性を確認するために
評価用アプリケーションを実装し，シミュレーショ
ン実験を行った（図 2）．シミュレーションシナリ
オは以下の通り．

1. 異なる提供ポリシーを持った 7 人の提供者が
自身のセンサを登録する

2. 異なる利用者要求を持った 7 人の利用者がア
プリケーションを構築して利用する（環境 1）

3. 一定時間経過後，2人の提供ポリシーを変更し，
同時に 2 人の提供者を新たに追加してセンサ
を登録する（環境 2）

4. 一定時間経過後，2人の提供者がセンサの登録
を解除する（環境 3）

環境 1～3において，提供ポリシーが満たされた
かを示す提供者充足度，利用者要求が満たされたか
を示す利用者充足度，提供者がデータを提供した回
数を示す提供者負担の 3 項目について評価を行っ
た．比較対象として，直接契約のみを許可した場合
と，多段契約を許可した場合で実験を行った．
表 1に実験結果を示す．結果より，利用者要求を
満たしつつ，提供ポリシーに基いて過不足なくセン
サデータが流通できたことを確認した．また，多段
契約により提供者の送信回数が 15%～30% 削減で
きたが，提供ポリシーを変更した環境 2 において
一時的に両者の充足度が下落したことを確認した．
これは，多段契約における中継者がポリシーの変更
にともなって契約を解消した際に，それより下段の
契約も連鎖的に解消されたことに起因する．

5 おわりに
本稿では，提供者のポリシーに基いたセンサデー
タの流通基盤として契約型センサプラットフォー
ムを提案した．評価実験においては，提案した契約
指向サービス構成モデルと情報流通プロトコルに

図 2 評価用アプリケーション

表 1 実験結果

直接 多段

環境 1 100% 100%
提供者充足度 環境 2 100% 95%

環境 3 100% 100%

環境 1 101% 102%
利用者充足度 環境 2 100% 88%

環境 3 102% 103%

環境 1 191回 131回
提供者負担 環境 2 207回 163回

環境 3 185回 157回

基づくアプリケーションが提供者のポリシーに基
いてセンサデータを流通できたことを確認し，本プ
ラットフォームの実現可能性を示した．
今後の予定として，契約締結の際に行われる交渉
においてオークション理論やメカニズムデザイン
の理論を導入し，より発展的なセンサデータの流通
基盤の実現を目指す．
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